
用
の
促
進
に
繋
げ
る
た
め
に
は
、
定
住
促

進
対
策
が
重
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
住
環

境
整
備
に
向
け
た
取
り
組
み
や
若
者
が
安

心
し
て
暮
ら
せ
る
よ
う
、
新
た
に
奨
学
金

返
還
支
援
制
度
を
設
け
ま
す
。

４　
子
育
て
支
援

　
母
子
保
健
・
児
童
福
祉
機
能
が
一
体
的

に
相
談
支
援
を
行
う
「
こ
ど
も
家
庭
セ
ン

タ
ー
」
の
機
能
充
実
を
図
り
ま
す
。
あ
わ

せ
て
全
年
齢
で
の
保
育
料
無
償
化
を
継
続

し
ま
す
。
ま
た
経
済
的
お
よ
び
子
育
て
支

援
と
し
て
、
出
生
届
出
時
か
ら
１
歳
児
相

談
時
ま
で
の
乳
幼
児
を
対
象
に
、
お
む
つ

と
粉
ミ
ル
ク
の
支
給
を
開
始
し
ま
す
。
さ

ら
に
小
児
科
施
設
へ
の
支
援
や
運
営
費
補

助
を
行
い
、
小
児
科
医
の
誘
致
を
推
進
し

医
療
体
制
の
促
進
に
取
り
組
み
ま
す
。
教

育
分
野
で
は
新
た
に
小
・
中
学
校
な
ど
へ

入
学
す
る
新
１
年
生
を
対
象
と
し
た
入
学

お
め
で
と
う
祝
金
制
度
の
創
設
と
し
て
、

ス
ク
ー
ル
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
事
業
を
開
始

し
ま
す
。

５　
高
齢
者
福
祉
の
充
実

　
高
齢
者
の
健
康
づ
く
り
や
社
会
参
加
活

動
を
進
め
る
た
め
、
体
操
教
室
な
ど
の
通

い
の
場
を
充
実
し
ま
す
。
あ
わ
せ
て
健
康

寿
命
延
伸
の
た
め
特
定
健
診
受
診
率
や
特

は
じ
め
に

　
市
民
の
皆
さ
ま
の
声
に
耳
を
傾
け
、
市

民
の
皆
さ
ま
と
対
話
し
、
市
民
の
皆
さ
ま

の
暮
ら
し
と
福
祉
を
守
り
「
子
ど
も
た
ち

が
帰
っ
て
き
た
く
な
る
ま
ち
づ
く
り
」
を

実
現
す
る
た
め
、「
健
全
財
政
」・「
産
業

の
振
興
」・「
雇
用
の
創
出
」・「
子
育
て
支

援
」・「
高
齢
者
福
祉
の
充
実
」・「
観
光
振

興
」・「
ス
ポ
ー
ツ
振
興
と
文
化
の
継
承
」・

「
防
災
対
策
」
を
８
つ
の
柱
と
し
て
、
全

力
を
尽
く
し
て
ま
い
り
ま
す
。

施
政
方
針
概
要

１　
健
全
財
政

　
持
続
的
な
「
健
全
財
政
」
に
向
け
た
、

自
主
財
源
確
保
の
た
め
「
ふ
る
さ
と
納
税

30
億
円
」
の
目
標
を
掲
げ
、
活
動
内
容
の

充
実
を
図
り
な
が
ら
全
力
で
取
り
組
み
ま

す
。
ふ
る
さ
と
納
税
に
つ
い
て
は
現
在
ま

で
に
全
国
か
ら
多
く
の
寄
附
金
を
い
た
だ

い
て
お
り
、
御
礼
と
し
て
本
市
の
特
産
品

を
贈
呈
し
て
い
ま
す
。
曽
於
市
を
応
援
し

て
い
た
だ
い
た
全
国
の
皆
さ
ま
に
心
よ
り

感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。
令
和
８
年
度
も
本

市
の
全
国
的
な
Ｐ
Ｒ
と
地
域
活
性
化
に
努

め
ま
す
。

２　
産
業
の
振
興

　
農
業
後
継
者
等
育
成
対
策
事
業
に
つ
い

て
、
55
歳
ま
で
の
対
象
者
の
年
齢
制
限
と

所
得
制
限
を
撤
廃
し
、
新
た
な
担
い
手
育

成
確
保
を
図
り
ま
す
。
ま
た
ス
マ
ー
ト
農

業
の
推
進
を
図
る
た
め
、
農
業
機
械
導
入

に
向
け
た
支
援
に
取
り
組
み
ま
す
。
商
工

業
後
継
者
育
成
事
業
に
つ
い
て
も
年
齢
・

所
得
制
限
を
撤
廃
し
、
新
規
就
業
者
へ
の

支
援
強
化
を
図
り
ま
す
。
本
市
の
基
幹
産

業
で
あ
る
畜
産
は
、
農
畜
産
物
生
産
実
績

に
お
い
て
約
82
％
を
占
め
、
食
糧
供
給
基

地
と
し
て
の
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
ま

す
。
今
後
も
Ｊ
Ａ
な
ど
各
関
係
機
関
団
体

と
連
携
し
な
が
ら
畜
産
振
興
に
努
め
、
生

産
基
盤
の
維
持
拡
大
に
努
め
ま
す
。

３　
雇
用
の
創
出

　
都
城
末
吉
道
路
お
よ
び
曽
於
志
布
志
道

路
の
整
備
を
見
据
え
、
新
た
な
工
業
団
地

整
備
に
向
け
た
産
業
用
地
整
備
ア
ド
バ
イ

ザ
リ
ー
事
業
を
導
入
し
今
後
の
企
業
誘
致

を
推
進
し
ま
す
。
ま
た
市
内
企
業
の
人
材

確
保
を
支
援
す
る
た
め
、
地
元
企
業
と
連

携
し
た
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
促
進
を
図

る
と
と
も
に
、
市
内
立
地
企
業
で
構
成
す

る
「
立
地
企
業
懇
話
会
」
と
連
携
し
な
が

ら
、
企
業
の
魅
力
発
信
や
合
同
企
業
説
明

会
な
ど
も
引
き
続
き
取
り
組
み
ま
す
。
雇

定
保
健
指
導
実
施
率
の
向
上
に
努
め
る
と

と
も
に
、
訪
問
給
食
サ
ー
ビ
ス
や
在
宅
介

護
支
援
な
ど
各
種
支
援
事
業
の
充
実
を
図

り
ま
す
。
地
域
の
交
通
政
策
と
し
て
、
思

い
や
り
タ
ク
シ
ー
・
バ
ス
は
、
高
齢
者
の

重
要
な
移
動
手
段
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
今

後
も
持
続
可
能
な
公
共
交
通
網
の
形
成
に

向
け
た
取
り
組
み
を
行
い
ま
す
。
ま
た
市

が
指
定
す
る
４
地
区
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
協

議
会
へ
運
行
業
務
を
委
託
す
る
共
助
に
よ

る
モ
デ
ル
事
業
に
取
り
組
み
ま
す
。

６　
観
光
振
興

　

曽
於
市
観
光
協
会
を
核
と
し
た
観
光
地

域
づ
く
り
を
進
め
る
こ
と
で
、
持
続
可
能

で
発
展
的
な
観
光
振
興
と
特
産
品
の
販
売

に
努
め
ま
す
。
さ
ら
に
道
の
駅
や
キ
ャ
ン

プ
場
な
ど
の
観
光
施
設
を
充
実
さ
せ
、
五

感
で
魅
力
を
味
わ
う
体
験
型
観
光
な
ど
観

光
メ
ニ
ュ
ー
を
拡
充
し
、
交
流
人
口
増
に

努
め
ま
す
。
ま
た
Ｓ
Ｋ
Ｌ
Ｖ
と
連
携
し
た

観
光
ル
ー
ト
の
整
備
や
高
規
格
道
路
圏
の

連
携
に
よ
る
広
域
観
光
ル
ー
ト
の
構
築
を

は
じ
め
、
地
域
資
源
の
活
用
も
含
め
た
新

た
な
魅
力
の
創
出
を
図
り
ま
す
。

７　
ス
ポ
ー
ツ
振
興
と
文
化
の
継
承

　

生
涯
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興
と
若
い
世
代
の

競
技
力
の
向
上
を
図
る
た
め
、
ス
ポ
ー
ツ

備
品
の
購
入
や
大
会
出
場
へ
の
支
援
を
行

い
ま
す
。
ま
た
幅
広
い
年
齢
層
か
ら
の
社

会
参
加
や
心
身
の
健
康
促
進
、
交
流
を
行

令
和
８
年
度
施
政
方
針     

曽
於
市
長  

竹
田 

正
博

一般会計歳入歳出総額

277 億 5,000 万円
～ 子どもたちが帰ってきたくなるまちづくりを目指します ～ お問い合わせ　財政課 財政係　☎０９８６- ７６- ８８０３

特集 令和8年度当初

曽於市の予算

う
活
動
と
し
て
新
た
に
Ｕ
Ｄ
e
ス
ポ
ー
ツ

に
取
り
組
み
ま
す
。
文
化
の
継
承
に
お
い

て
は
、
今
後
も
地
域
に
残
る
文
化
財
や
郷

土
芸
能
の
保
存
・
継
承
に
努
め
、
本
市
の

歴
史
と
伝
統
を
守
り
ま
す
。
ま
た
地
域
文

化
の
保
存
や
継
承
な
ど
重
要
な
役
割
を
担

う
市
史
編
纂
事
業
に
取
り
組
み
ま
す
。

８　
防
災
対
策

　
南
海
ト
ラ
フ
地
震
に
備
え
地
域
全
体
の

防
災
力
を
強
化
す
る
た
め
、
自
主
防
災
組

織
と
の
連
携
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
災

害
時
に
お
け
る
対
応
能
力
を
向
上
さ
せ
市

の
防
災
体
制
の
強
化
を
図
り
ま
す
。
ま
た

イ
ン
フ
ラ
の
補
修
整
備
や
自
然
災
害
を
未

然
に
防
止
す
る
た
め
の
社
会
基
盤
整
備
に

取
り
組
み
ま
す
。

　
令
和
８
年
度
の
予
算
編
成
に
つ
い
て

は
、
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
市
民
の
皆
さ

ま
の
声
を
大
切
に
し
な
が
ら
、

「
子
ど
も
た
ち
が
帰
っ
て
き
た
く
な
る
ま

ち
づ
く
り
」

を
職
員
と
一
体
と
な
っ
て
実
現
す
る

た
め
、
予
算
を
編
成
し
ま
し
た
。
そ

の
結
果
前
年
度
当
初
予
算
に
対
し

て
、
７
億
１
０
０
０
万
円
、
2.6
％
の
増

と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
特
別
会
計
予

算
は
、
前
年
度
当
初
予
算
に
対
し
て
、

１
億
２
８
６
５
万
５
千
円
、
1.1
％
の
増
と

な
り
ま
し
た
。
皆
さ
ま
の
ご
協
力
を
よ
ろ

し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
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　人件費は職員給および会計年度任用
職員報酬などの増により、1.6％増の
34億9,536万1千円となり、物件費は
思いやりふるさと寄附金推進事業の特
産品PR推進委託料などの増により、
8.8％増の51億7,433万2千円を計上し
ました。維持補修費は道路維持費など
の減により、64.9％減の1億2,777万5
千円、補助費等は学校給食費負担軽減
補助金などの減により、6.6％減の26
億7,229万3千円を計上しました。普通
建設事業費は末吉小学校改築工事など
の増により、8.8％増の40億3,698万4
千円、公債費は償還元金の減により、
3.1％減の28億2,177万円を計上しま
した。積立金は思いやりふるさと基金
積立金などの増により、25.4％増の20
億2,188万4千円を計上しました。

歳　出
　自主財源のうち市税は、前年度までの
課税状況を基に推計し固定資産税の家屋
や償却資産の増などにより、1.0％増の
33億3,739万３千円を計上。繰入金は思
いやりふるさと基金繰入金や過疎地域持
続的発展特別事業基金繰入金などの減に
より、10.9％減の36億7,144万6千円で
す。市の自主財源比率は35.0％であり、
昨年度と比較して1.4％の減です。一方、
依存財源のうち歳入全体の30.3％を占め
る地方交付税は、84億1,719万7千円を
計上。地方交付税のうち普通交付税は、
前年度実績などを考慮し2億8,331万3千
円、3.6％増の81億1,719万7千円となり
ました。国庫支出金は、学校施設環境改
善交付金や障害者自立支援給付費国庫負
担金などの増により、10.7％増の36億
3,428万8千円を計上し、市債は本庁舎
改修事業などの減により、2.8％減の24
億8,840万円を計上しました。

歳　入

区　分 令和 8 年度 令和 7 年度 増減額 増減率

一般会計 277 億 5,000 万円 270 億 4,000 万円 7 億 1,000 万円 2.6％

特
別
会
計

国民健康保険特別会計 54 億 2,863 万 6 千円 54 億 4,355 万1千円 -1,491万 5 千円 -0.3％

後期高齢者医療特別会計 7 億 7,716 万 6 千円 7 億 975 万7 千円 6,740 万 9 千円 9.5％

介護保険特別会計 56 億 4,301万7 千円 55 億 6,138 万7 千円 8,163 万円 1.5％

生活排水処理事業特別会計 5,954 万 9 千円 6,501万 8 千円 546 万 9 千円 -8.4％

小　計 119 億 836 万 8 千円 117 億 7,971万 3 千円 1億 2,865 万 5 千円 1.1％

水道事業（支出計） 10 億 9,401万円 10 億 4,471万 4 千円 4,929万 6 千円 4.7％

公共下水道事業（支出計） 7 億 5,706 万 9 千円 4 億 1,837万 8 千円 3 億 3,869万1千円 81.0％

合　計 415 億 944 万7 千円 402 億 8,280 万 5 千円 12 億 2,664 万 2 千円 3.0％

会計予算規模
※水道事業会計・公共下水道事業会計は収益的支出と資本的支出の計。

予算を一般家計にたとえてみると 令和 4 年市町村民所得推計で換算

項　目 金　額 構成比

自
主
財
源

給料（市税） 64 万 2 千円 12.0％

パート収入やアパートの家賃収
入など

（使用料・手数料・雑収入など）
50 万 3 千円 9.4％

預金の取り崩し（繰入金） 70 万 6 千円 13.2％

前年度からの繰越金 1万 9 千円 0.4％

依
存
財
源

親からの援助
（地方交付税・国県支出金など）298 万 6 千円 56.0％

借金（市債） 47万 8 千円 9.0％

合　計 533 万 4 千円 100.0％

項　目 金　額 構成比
食費（人件費） 67万 2 千円 12.6％
光熱水費・日用雑貨（物件費） 99 万 5 千円 18.6％
家などの修理（維持補修費） 2 万 4 千円 0.5％
医療費（扶助費） 94 万円 17.6％
自治会費・サークル費

（補助費など） 51 万 4 千円 9.6％

家の新築増改築費
（普通建設事業費など） 78 万 1 千円 14.7％

ローンの返済（公債費） 54 万 2 千円 10.2％
定期預金（積立金） 38 万 9 千円 7.3％
子どもへの仕送り（繰出金） 47 万 1 千円 8.8％
予備費 6 千円 0.1％

合　計 533 万 4 千円 100.0％

収　入

　令和 8 年度一般会計予算を曽於市の一世帯あたりの平均所得に置き換えて
みました。支出 533万 4 千円に対し、収入の自主財源は 35.0％・187万円です。
そのため収入の残り 65.0％・346 万 4 千円は依存財源に頼っています。

支　出

地方譲与税
 3億2,391万3千円

繰入金
36億7,144万6千円

（13.2%）

県支出金
21億9,221万3千円

（7.9%）

国庫支出金
36億3,428万8千円

（13.1%）

地方交付税
84億1,719万7千円

（30.3%）

市税
33億3,739万3千円

（12.0%）

市債
24億8,840万円

（9.0%）

財産収入
1億7,991万円

自主財源
97億2,546万9千円

（35.0%）

利子割交付金 422万1千円
配当割交付金 1,168万9千円
株式等譲渡所得割交付金 1,644万2千円
法人事業税交付金

8億4,397万円地方消費税交付金
5,030万円

環境性能割交付金 1,727万5千円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 270 万円
地方特例交付金 1,892万3千円
交通安全対策特別交付金 300 万円

その他の財源 9億6,852万円（3.5％）

歳入合計
277億5,000万円

（1.2%）

諸収入
 1億6,706万9千円

（0.6%）

（0.6%）
寄附金
19億1,150万3千円
（6.9%）
繰越金
1億円
（0.4%）

分担金および負担金
1億518万8千円（0.4%）
使用料および手数料
2億5,296万円（0.9%）

依存財源
180億2,453万1千円 

（65.0%）

歳出合計
277億5,000万円

予備費
3,000万円（0.1%）

人件費

（12.6%）
34億9,536万1千円

物件費
51億7,433万2千円
（18.6%）

維持補修費
1億2,777万5千円
（0.5%）

扶助費
　48億9,197万3千円

（17.6%）
補助費等

26億7,229万3千円
（9.6%）

普通建設事業費
40億3,698万4千円
（14.6%）

災害復旧事業
2,781万5千円
（0.1%）

公債費
28億2,177万円
（10.2%）

繰出金
24億4,981万3千円

（8.8%）

積立金
20億2,188万4千円
（7.3%）

消費的経費
163億6,173万4千円 

 （59.0%）

投資的経費
40億6,479万9千円

（14.6%）

その他
73億2,346万7千円

（26.4%）

   令和 8 年度当初 曽於市の予算     特　集
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おもな事業を紹介します
「豊かな大地と  人の絆が  
  未来につながるまち  曽於」
　　　　　   の実現に向けた

健康増進事業
6,578 万 4 千円

　疾病の予防・早期発見・早期
治療により健康寿命の延伸を図
ります。

訪問給食サービス事業
1 億 2,600 万円
　高齢者などに対し、自立した
生活の改善および健康増進と自
立した生活の維持、安否確認な
ど在宅福祉の推進を図ります。

曽於市小児科施設支援補助金
2,000 万円
曽於市小児科運営費補助金
750 万円
　安全・安心な子育て環境を整
備するため、小児科医の誘致を
推進し、医療体制の促進を図り
ます。

誰もが健康で安心して
暮らせるまちづくり

子ども・子育て支援給付費
15 億 8,161 万 5 千円

　特定教育・保育施設に対し、
施設型給付費を支給すること
で、子どもの健全育成や保育・
幼児教育の充実を図ります。

スクールスタートアップ事業
2,500 万円
　新１年生として小中学校など
へ入学する児童生徒が円滑に新
たな学校生活を送るために必要
な支援を行います。

末吉小学校校舎改築事業
17 億 2,139 万 4 千円
　末吉小学校校舎の老朽化にと
もない、新たに小学校校舎を建
築し、児童の安全確保と学校教
育の充実を図ります。

子育て家庭おむつ等支援事業
335 万 4 千円
　出産のお祝いと子育て支援の
一環として、出生届出時から１
歳児相談時までの乳幼児を対象
に紙おむつなどを支給します。

みんなで支え合う
子育て・教育のまちづくり

交通対策事業
（思いやりタクシー・バス運行補助事業）
7,883万 6千円
　高齢者など交通弱者の交通手
段を確保し、農村部と市街地の交
流促進と福祉の向上を図ります。

災害対策費
3,363万 7千円
　地域の防災力を強化するため、
災害時の対応能力を向上させ市
の防災体制の強化を図ります。

消防車両購入事業
5,535万 5千円
　市民の生命・身体・財産を火災・
水害から守るため、消防車や付
属備品の更新などを行います。

快適で安全な生活環境
のまちづくり

新規就農者補助金
1,146万円
　55 歳までの対象者の年齢制
限と所得制限を撤廃し、新規就
農者および農業後継者のさらな
る育成支援を行います。

南九州畜産獣医学拠点事業
3,793万 7 千円
　畜産業の持続的発展および将
来を担う産業動物獣医師の育成
を図ります。全国の獣医学部生の
実習受け入れや馬エリアにおいて
交流人口の増加を図り、市外か
らの新しい人の流れを作ります。

商工業新規就業者補助金
1,980万円
　55 歳までの対象者の年齢制
限と所得制限を撤廃し、新規就
業者および商工業後継者のさら
なる育成支援を行います。

力強い産業のまちづくり

地域コミュニティ推進事業
3,795万 6 千円
　自治会加入促進を継続的に行
いながら、地域コミュニティ協
議会を設立するモデル地区へ補
助を行うことにより、新たな地
域コミュニティの活性化推進を
図ります。

自治会振興助成金
4,706万 6千円
　各自治会に行政連絡員を配置
し、自主的活動が展開出来るよ
う推進を図ります。

地域の絆を深める
協働のまちづくり

奨学金返還支援事業
1,600万円
　奨学金返還支援を通じて若者
のＵＩターンを促進し、本市へ
の定着を図ります。

ごみ減量対策費
2 億 1,709万 7 千円
　資源ごみのリサイクル化とご
みの減量化および環境保全への
取組を強化します。

曽於市クリーンセンター管理費
2億6,244万 3千円
　施設の良好な維持管理によ
り、生活環境から排出されるご
みの適正な処分を行います。

豊かな自然・環境を
守り活かすまちづくり

思いやりふるさと寄附金
推進事業
30 億 1,781万 8 千円
　思いやりふるさと寄附金の募
集や特産品の発送により、特産
品の全国的なＰＲを図ります。

情報発信事業
7,259万 6千円
　市内外に施策・制度などを情
報発信するため、広報紙の発行
やホームページのリニューアル
などを行います。

市民から信頼される
行政経営

市民一人あたりの予算 884,744 円 おもな経費

民生費　272,243 円
子ども・高齢者・障がい
者などへの福祉関係全般
の事業に要する経費

総務費　77,975 円
庁舎や財産の管理・選挙・
戸籍や市税の賦課徴収な
ど行政運営に要する経費

商工費　107,624 円
商工業や観光振興・思い
やりふるさと寄附金推進
事業などの経費

公債費　89,966 円
市の借入金返済に要する
経費

教育費　120,576 円
学校や教育施設の整備・
生涯学習などの経費

農林水産費  72,854 円
農業・畜産業・林業など
の振興のための事業に要
する経費

土木費　58,882 円
道路・橋・河川・公園など
住環境を整備する経費

衛生費　48,263 円
保健衛生や環境などの健
康で衛生的な生活を送る
ために要する経費

消防費　28,716 円
火災や風水害などの災害
から生命と財産を守るた
めの経費

議会費　5,803 円
議会の運営に要する経費

   令和 8 年度当初 曽於市の予算     特　集

　予算を市民一人あたりに換算すると歳入のうち「市税」は 10 万 6,045 円
の負担で、歳出は 88 万 4,744 円となりました。歳出を目的別にみると最
も多いのは子どもや高齢者など福祉のための民生費です。
　歳入 10万 6,405 円と歳出 88万 4,744 円の差は 77万 8,339 円ですが、
この不足額の大部分が地方交付税や国・県からの支出金や市債（借金）など
でまかなわれることになります。 

市民一人あたりの市税負担額 106,405 円
市民税

36,328 円
固定資産税
58,332 円

軽自動車税
5,944 円

たばこ税
5,801 円
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